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【手続補正書】
【提出日】平成23年5月27日(2011.5.27)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
第１及び第２のエステル部分を有する第１の化合物Ａに対して、当該化合物を液体媒体中
においてＭａＸｂの組成を有する塩基と反応させることにより、第１のエステル部分がカ
ルボキシル部分に変換され、第２のエステル部分がそのまま残る第２の化合物Ｂを得るこ
とを特徴とするエステルの加水分解方法であって、液体媒体中における比［Ｘｋ－］：［
Ａ］が０．５～１．６の範囲内であり、またｋ＞０である、エステルを加水分解する方法
。
【請求項２】
Ｘ＝ＯＨであり、［ＯＨ－］：［Ａ］が０．７～１．５の範囲内である請求項１に記載の
エステルを加水分解する方法。
【請求項３】
Ｘ＝ＯＨであり、［ＯＨ－］：［Ａ］が０．８～１．２の範囲内である請求項１に記載の
エステルを加水分解する方法。
【請求項４】
Ｍがアルカリ金属である請求項１に記載のエステルを加水分解する方法。
【請求項５】
ｋ＝１である請求項１に記載のエステルを加水分解する方法。
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【請求項６】
反応が、ａ）水とテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）、アセトニトリル（ＣＨ３ＣＮ）及びジ
メチルスルホキシド（ＤＭＳＯ）からなる群から選ばれる第２物質を含む媒体中、又はｂ
）実質的に１００容量パーセントの水を含む媒体中で行われる請求項１に記載のエステル
を加水分解する方法。
【請求項７】
混合前の反応媒体の成分の容量によって測定される第２物質の容量パーセントが７％未満
である請求項６に記載のエステルを加水分解する方法。
【請求項８】
塩基が水酸化リチウム（ＬｉＯＨ）、水酸化ナトリウム（ＮａＯＨ）、水酸化カリウム（
ＫＯＨ）及び水酸化セシウム（ＣｓＯＨ）からなる群から選ばれるものである請求項１に
記載のエステルを加水分解する方法。
【請求項９】
塩基が水酸化ナトリウム（ＮａＯＨ）及び水酸化カリウム（ＫＯＨ）からなる群から選ば
れるものである請求項１に記載のエステルを加水分解する方法。
【請求項１０】
化合物Ａを－５℃～５℃の温度Ｔで塩基と反応させる請求項１に記載のエステルを加水分
解する方法。
【請求項１１】
化合物Ａが以下の化学式：
【化１】

式中、Ｌは連結基であり、Ｒ１及びＲ２は独立して置換又は非置換アルキル基、アリール
基、またはアルキルアリール基の群から選択される基を表す、
で示されるジエステルであり、当該化合物を塩基と反応させることからなる、次式：

【化２】

式中、Ｒ２は前記に同じ、
で示される化合物Ｂであるモノエステルを得る請求項１に記載のエステルを加水分解する
方法。
【請求項１２】
式中、Ｒ１及びＲ２が同一である請求項１１に記載のエステルを加水分解する方法。
【請求項１３】
化合物Ａが直鎖状ジエステルである請求項１１に記載のエステルを加水分解する方法。
【請求項１４】
化合物Ａがマロン酸ジエステルである請求項１に記載のエステルを加水分解する方法。
【請求項１５】
第１及び第２のエステル部分を有する第１の化合物に対して、
水性媒体中で当該第１の化合物のモル当量数に対する塩基のモル当量数の比が３より大き
くなるような塩基と反応させること；および
総反応時間が９０分以下となるように反応を終了させること、
からなることを特徴とするエステルを加水分解する方法。
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【請求項１６】
総反応時間が２０分～６０分の範囲内である請求項１５に記載のエステルを加水分解する
方法。
【請求項１７】
反応によりハーフエステルである第２の化合物を製造することからなる請求項１５に記載
のエステルを加水分解する方法。
【請求項１８】
第１のエステル部分と第２のエステル部分が隣接する第１及び第２の炭素原子に結合して
おり、当該第１及び第２の炭素原子は互いに二重結合で連結しているものである請求項１
５に記載のエステルを加水分解する方法。
【請求項１９】
第１及び第２の炭素原子が環構造の一部である請求項１８に記載のエステルを加水分解す
る方法。
【請求項２０】
環構造が二環式構造の一部である請求項１９に記載のエステルを加水分解する方法。
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